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（出所）　International  Energy  Agency,  Oil Market Report と BP,  Statistical 
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アジア計 -0.54 -0.23 -0.23 -0.41 -0.93 -1.87
（注）　2004年，2005年は一定の仮定に基づく推計結果である。
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　長期投資の遅れによる供給クッションの脆弱化や先物市場の投機取引増大によ
る過剰反応などから判断すると，原油価格の乱高下を回避して安定化をはかるこ
とは難しい。このような需給構造変化に対応するため，アジアは以下に述べる課
題を克服しながら消費地としての強みとフレキシビリティを高める必要がある。
　⑴石油市場の整備：欧州ロッテルダム，アメリカガルフのように消費地を代表
する国際的石油市場を整備し，消費地のエネルギー間競合を告知する価格情報の
発信が必要である。
　⑵消費地における燃料転換のフレキシビリティ：消費地で石油，石炭，ガスな
ど各種のエネルギーをミックスして自由に転換できる機能が必要である。例えば
ガス化炉はそのひとつのオプションといえる。
　⑶緊急時用石油備蓄の整備と協調利用システムの構築：アジア各国は，その経
済水準に応じて自前の緊急時用石油備蓄を整備し，利用する場合に協調できるシ
ステム構築が必要である。
　⑷消費者レベルの石油在庫の整備：石油会社がコスト負担をともなう在庫引き
上げを行う可能性は低いので，石油価格の乱高下が不可避とすれば，消費者が在
庫整備を行い価格乱高下に対処する必要がある。
　⑸旧ソ連の石油ガス資源の開発と供給網の整備：中東以外からの石油・ガス供
給として，旧ソ連の石油・ガス資源の開発とアジア向けのパイプラインなど供給
網の整備に力を注ぐ必要がある。
　⑹域内資源である石炭の有効利用技術の開発：有望な域内資源である石炭を有
効活用するため，環境に優しいクリーンコール技術の開発を進める必要がある。
　⑺省エネルギー，環境保全技術の開発と普及：不必要にエネルギー需要を拡大
させずエネルギー利用の環境保全を確保するため，省エネルギー技術や環境保全
技術の途上国への普及をはかる必要がある。
　⑻再生可能エネルギー，新エネルギー技術の開発：化石燃料と対抗できる十分
な競争力と供給力を持つ非化石の再生可能エネルギーなどの開発が必要である。
　これまでエネルギー需要を固定的に考え外から入手するエネルギーの多様化と
安定確保を重視してきたが，今後は発想を転換して消費地の強みとフレキシビリ
ティを高めることも重要である。グローバルな石油需給構造は新たな局面に入っ
ており，それを踏まえた21世紀の諸課題にチャレンジするべきである。
  （東洋大学経済学部教授）
